
第１節 環境影響評価の推進

１ 環境影響評価の現況

環境影響評価は、土地の形状の変更、工作物
の新設その他これらに類する事業を行う事業者
が、その事業の実施に当たりあらかじめその事
業に係る環境への影響について自ら適正に調査
・予測・評価を行い、その結果に基づき、その
事業に係る環境の保全について適正に配慮しよ
うとするものである。環境影響評価の制度とし
ては、平成９年６月に「環境影響評価法」を公
布、平成１１年６月に全面施行され、本県におい
ても、平成１１年３月に「大分県環境影響評価条
例」を制定、同年９月から全面施行し、規模が
大きく環境に大きな影響を及ぼすおそれがある

事業等を対象に法又は条例に基づく手続きが実
施されている。
また、県では、法又は条例の対象とならない
比較的小規模な事業等であって、県が主体とな
る開発事業を対象に「大分県環境配慮推進要
綱」を制定し、自主的な環境配慮を進めている。

２ 本県における環境影響評価の実施状況

本県において、平成１６年度中に指導・審査を
行った実績は、表２－６－１ａのとおり１６件で、
そのうち終了１０件、手続中６件であり、法の対
象となった事業の審査が１件、条例の対象とな

№ 事 業 名 事業主体 規 模 備 考

１ 一般国道５７号（中九州横断道路）大野竹田道路
国土交通省九州
地方整備局

４車線、
約１２㎞

方法書受理

№ 事 業 名 事業主体 規 模 備 考
１ 国道３８７号町田工区道路改良事業 県 － ★※
２ 森川砂防工 県 約５００� 環境調書結果報告書受理※
３ 久木野尾川農業用ダム 県 ５．８ha ※
４ 稲葉ダム土取り工事 県 約３．０ha ★※
５ 国道２１２号道路改良事業（響峠バイパス） 県 ２．４㎞ ★※
６ 姫島村東浦地区公有水面埋立 姫 島 村 １．１ha ★

７
国道２１０号（挾間町挾間～大分市横瀬）道路改
良事業

県 ３．４㎞ ★※

８ 国道２１０号（田原地区）道路改良事業 県 １．１㎞ ★※
９ 大分都市計画道路事業（庄の原佐野線） 県 １．７８㎞ 環境配慮調書受理※
１０ 小祝漁港区域内公有水面埋立 県 約１．５ha ★※
１１ 別府港（関の江地区）海岸環境整備事業 県 約１．７ha ★※
１２ 大分港港湾計画（改訂） 県 － ※
１３ 臼杵港（下り松地区）公有水面埋立 県 約４．６ha ★※

№ 事 業 名 事業主体 規 模 備 考

１ （仮称）し尿浄化槽汚泥高度処理施設建設
中津下毛広域市
町村圏事務組合

処理能力
１７６�／日

評価書受理
★

２ （仮称）大分製鐵所５コークス炉設置計画
新日本製鐵（株）
大分製鐵所

排ガス量
３２万Ｎ�／ｈ

実施計画書受理

第６章 基盤的施策の推進

表２－６－１ａ 平成１６年度環境影響評価指導審査実績
○法対象事業 （平成１７年３月３１日現在）

第
６
章

第
２
部

○条例対象事業（★：平成１６年度審査済）

○その他の事業（★：平成１６年度審査済）

※大分県環境配慮推進要綱に基づくもの

基盤的施策の推進
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開 発
事業等

開発保全
整備計画 港湾計画 公有水面埋立 電源

立地 道路 農 村
工業導入 都市計画 土地造成 住宅団地

廃棄物
処 理
施 設

ゴル
フ場

リゾー
ト施設 その他 実施主体別件数

計
事業主体
年度 県 市町村 公社公団 県 市町村 国 県 市町村 民間 民間 国 県 公社

公団 市町村 県 市町村 県 市町村 公社公団 民間 公社 民間 市町村 民間 民間 民間 国 県 市町村 公社公団 民間

Ｓ４９ ３ １ １ ３ ０ ０ ０ ４
Ｓ５０ ３ １ ２ １ １ １ ６ １ ０ ０ ８
Ｓ５１ １ １ ２ １ １ ０ ３ ２ ０ １ ６
Ｓ５２ １ １ ２ １ ０ １ ３ ０ １ ５
Ｓ５３ １ ２ ３ ４ ２ ４ ４ ０ ０ １０
Ｓ５４ １ １ ２ ４ １ １ ２ ４ １ １ ９
Ｓ５５ １ ４ ３ １ １ ４ ３ ０ １ ９
Ｓ５６ １ ４ １ １ ５ ０ ０ ０ ６
Ｓ５７ １ ２ ３ ２ １ ２ ５ ２ ０ ０ ９
Ｓ５８ ３ ３ １ １ １ １ ３ ３ １ １ ９
Ｓ５９ ３ ３ ０ ３ ３ ０ ０ ６
Ｓ６０ ３ ３ ３ ０ ６ ３ ０ ０ ９
Ｓ６１ ３ １ １ ０ ３ ０ ０ ２ ５
Ｓ６２ １ ４ １ ０ ５ １ ０ ０ ６
Ｓ６３ １ ０ １ ０ ０ ０ １
Ｈ１ １ １１ ８ ０ １２ ８ ０ ０ ２０
Ｈ２ ５ ２ １ １ １ １ ６ ２ ０ １ １０
Ｈ３ １ ３ １ ０ １ ４ ０ ０ ５
Ｈ４ １ ２ １ １ ０ ２ ２ ０ １ ５
Ｈ５ １ １ ５ ３ １ ６ １ ６ ３ １ ６ １７
Ｈ６ １ １ ５ ３ ２ ２ ３ １ ６ ３ ０ ７ １７
Ｈ７ １ １ １ ０ ０ １ １ １ ３
Ｈ８ ３ １ １ １ ２ １ １ １ １ ４ ３ １ ２ １１
Ｈ９ １ ３ ３ １ １ １ １ ３ １ １ ０ ６ ３ ０ ７ １６
Ｈ１０ １ ４ ２ １ ２ ４ ２ ０ ０ ８
Ｈ１１ ３ １ １ １ １ ２ ２ １ ６ １ ０ ３ １１
Ｈ１２ ２ １ １ １ ０ ２ ３ ０ ０ ５
Ｈ１３ ３ １ ０ ３ １ ０ ０ ４
Ｈ１４ ２ ２ ０ ４ ０ ０ ０ ４
Ｈ１５ １ ２ ０ ２ １ ０ ０ ３
Ｈ１６ １ ２ １ ４ １ １ ０ ８ ２ ０ ０ １０
計 ６ ２ １ ２１ １ １１ ８１ ５８ ６ ６ ６ １０ １ ３ ６ １ １ １ １ ３ ２ ６ ２ １１ ３ １ １７ １２５ ６８ ５ ３５ ２５１
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った事業の審査が２件あった。
また、昭和４９年以降、県が環境影響評価につ
いて審査を終了した開発事業等の件数は、表６
－１－２ｂのとおり合計で２５１件、実施主体別

では県が最も多く、次いで市町村の順となって
いる。開発事業別には、公有水面埋立てが最も
多く、平成１６年度までの審査終了件数が１５６件
と、全体の約６２％を占めている。

第２節 環境に配慮した取組の推進

第１項 ＩＳＯ１４００１環境マネジメントシ
ステムの推進

平成１１年１月にＩＳＯ１４００１の認証を取得した
本県の環境マネジメントシステムは、平成１４年か
ら始まった第２期の取組（環境目標１０６）が平成

１６年度にて終了した。（第１期目平成１１年～１３年、
９３環境目標）
環境マネジメントシステム第２期の取組結果は、

１０６目標のうち達成８９目標、未達成等（事業廃止
含む）１７目標となった。
主な環境目標の達成状況は次のとおりである。

環境基本計画の基本目標 主要な環境目標 達 成 状 況 担当部局
� 豊かな自然と
の共生と快適な
地域環境の創造

（４０項目）

①公共工事において発生するアス
ファルト廃材、コンクリート廃
材の再生利用率（９５％）

アスファルト再生利用率 Ｈ１６ １００．０％
延べ再生利用量 ２４４，３９７ｔ
コンクリート再生利用率 Ｈ１６ １００．０％
延べ再生利用量 ２２５，７２９ｔ

土木建築部

②地域の景観と調和した商店街づ
くりのための施設整備を７市町
村で実施する。

Ｈ１６ ２市工事完了
延べ７市町村で実施

商工労働部

③森林施業体験等の参加者を
１，２００人にする。

Ｈ１６ １，４８１人
延べ４，９３４人参加

農林水産部

� 循環を基調と
する地域社会の
構築

（２７項目）

①公共下水道等の整備
（処理可能人口４６９，０００人）

処理可能人口
Ｈ１６末 ４６９，９８２人

土木建築部

②不燃ごみの分別回収を徹底する
とともに、リサイクル体制を確
立する。

蛍光管リサイクル
Ｈ１６ ６２５㎏ 延べ２，０００㎏回収
分別回収
Ｈ１６ １５，３１０㎏ 延べ４６，１１０㎏分別回収

出納事務局

③農業用廃プラスチックの再利用
（リサイクル率５５％以上）

リサイクル率
Ｈ１６ ７９％

農林水産部

� 全ての主体が
参加する地域社
会の形成

（１５項目）

①高齢者大学で１，０８０人に環境教
育を実施する。

Ｈ１６ ４３３人
延べ１，１６３人に実施

福祉保健部

②ＩＳＯ１４００１認証取得のための
アドバイザーを中小企業へ延べ
２４回派遣

Ｈ１６ ２１回
延べ６５回派遣

商工労働部

� 地球環境問題
への取組の推進

（２４項目）

①執務室電気使用量を平成１２年度
以下にする
（平成１２年度：３，００８，１３４kwh）

Ｈ１６ ３，００７，５１２kwh
延べ節約電力量 ３５３，８８０kwh

土木建築部
ほ か

②庁舎における都市ガスの使用量
を平成１２年度以下にする
（平成１２年度：５８７，８２９�）

Ｈ１６ ５７１，２９５�
延べ節約ガス量 ６８，３００�

土木建築部
ほ か

③庁舎における水道の使用量を平
成１２年度以下にする
（平成１２年度：２８，２０８�）

Ｈ１６ ２５，０３０�
延べ節約水道量 ７，１４１�

土木建築部
ほ か

平成１４～１６年度の主要な環境目標の達成状況

基盤的施策の推進
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エコオフィス活動の成果及び経費節減等
本県の環境マネジメントシステムの中では、県

も一事業者として日常業務の中での節電や紙ごみ
等の廃棄物の削減など「エコオフィス活動」を取
組目標に掲げ、環境にやさしいオフィスづくりを
目指して取り組んでいる。

第２項 グリーン購入の促進

地球温暖化問題や廃棄物問題など、今日の環境
問題はその原因が大量生産、大量消費、大量廃棄
を前提とした生産と消費の構造に根ざしており、
その解決には、経済社会のあり方そのものを環境
負荷の少ない持続的発展が可能なものに変革して
いくことが不可欠である。
このため、あらゆる分野において環境負荷の低

減に努めていく必要があるが、このような中で、
我々の生活や経済活動を支える物品及び役務に伴
う環境負荷についてもこれを低減していくことが
急務となっており、環境負荷の低減に資する原材
料、部品、製品及び役務（以下、「環境物品等」
という。）への需要の転換を促進していかなければ
ならない。
環境物品等の購入の促進を進めるためには、環

境物品等の供給を促進するとともに、環境物品等
の優先的購入を促進することによる需要面からの
取組を併せて実施していくことが重要である。
このことから環境物品等の優先的購入と普及に

よる波及効果を市場にもたらすために、国では「国
等による環境物品等の調達の推進に関する法律」
を定め、自ら率先して環境物品等の調達を推進し
ている。

この法律を受け、県の事務、事業における環境
物品等の調達を総合的かつ計画的に推進し、県内
における環境物品等の市場形成・開発促進を図る
とともに、市町村、県民及び事業者等のグリーン
購入への転換を促すことを目的として平成１４年４
月から「大分県グリーン購入推進方針」を策定し、
毎年度、重点的に調達を推進すべき環境物品等及
び調達目標を定め、県庁におけるグリーン購入を
推進すると同時に、これを通じて物品納入業者等
に対して環境に配慮した自主的な事業活動を働き
かけている。平成１６年度調達実績は表のとおりで
ある。

平成１６年度環境物品等の調達実績

取 組 対 象

削 減 数 量 節 減 金 額

Ｈ１６年度
単年分

第２期
（Ｈ１４～１６年）

第１期
（Ｈ１１～１３年）

Ｈ１６年度
単年分

第２期
（Ｈ１４～１６年）

第１期
（Ｈ１１～１３年）

執務室内電気使用量 ６２２kwh ３５３，８８０kwh ３８６，８５５kwh ４，６６５円 ３，５３７，２４５円 ５，１８３，６７９円

ガス使用量 １６，５３４� ６８，３００� ２７２，５７０� ９０９，３７０円 ２，０８７，２１２円 ５，８９４，２９０円

水道使用量 ３，１７８� ７，１４１� ６４９� １，５８９，０００円 ３，５７０，５００円 ３２４，５００円

可燃ごみ排出量 １５２．２ｔ ３０６ｔ ７３８ｔ １，５１８，１９５円 ３，５２６，８４５円 ５，２３４，７６７円

複写用紙使用量 ４，７５９，３５０枚 １５，３７１，７５０枚 １０３，７７４，０００枚 ３，７９６，２７０円 １１，２２８，７２８円 ９５，３０２，１６１円

節 減 金 額 合 計 ７，８１７，５００円 ２３，９５０，５３０円 １１１，９３９，３９７円

取 組 対 象

回 収 量
リサイクル可能量等
（Ｈ１４～１６年累積分）Ｈ１６年度

単年分
第２期

（Ｈ１４～１６年）
第１期

（Ｈ１１～１３年）

割り箸回収量 １６４．０㎏ ７００．５㎏ ４１０．５㎏ Ａ４のコピー用紙を約５８，３７５枚製造可能

再生複写用紙の利用量 ３６，５８５千枚 １０８，６６１千枚 １０８，４０４千枚
上質紙を同量利用した場合と比較して、高さ８
�、直径１４㎝の木について、約１２，０７３本を伐採
せずに済んだ換算

大品目 特定調達品目 特定調達物品
等の調達率

紙 類

コピー用紙 ９９．３％
フォーム用紙 ９９．３％
インクジェットカラープリンタ用塗工紙 ９３．４％
ＯＣＲ用紙 ９８．１％
ジアゾ感光紙 ９９．９％
印刷用紙（カラー用紙除く） ８９．５％
印刷用紙（カラー用紙） ９７．４％
衛生用紙（トイレットペーパー） ９８．３％
衛生用紙（ティッシュペーパー） ９８．５％

文 具 類 ９７．６％

機 器 類
いす ９５．４％
机 ９７．５％

� 節減金額の積算対象となるもの （対Ｈ１２年比）

� リサイクル可能量等の積算対象となるもの

基盤的施策の推進
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第３節 環境情報の整備と提供

環境保全施策を総合的・計画的に推進するため
には、環境情報を体系的に整備し、その利用を図
っていくことが必要である。また、事業者や県民、
民間団体等に対する環境教育・学習を積極的に推
進していくことはもちろんのこと、これら各主体
による自発的な環境保全活動の取組を促すため、
環境保全に関するさまざまなニーズに応じた情報
を各主体に正確かつ適切に提供することが不可欠
である。
大分県の環境についての現状や条例及び計画や

施策などの各種の情報については、県開設のホー
ムページの中で提供しているが、平成１５年９月よ
り取り組んでいる県民運動「ごみゼロおおいた作

戦」に関しては、それ専用の枠を新たに設けて情
報の提供を行っている。
今後も、自然環境情報や水質・大気の監視デー
タ等について地理情報システムを利用したデータ
ベース化やインターネットを通じた環境情報の提
供など、迅速かつ適切に情報提供が行われるよう
新しいニーズに応じたシステムの構築を図ること
としている。

大分県のホームページ
http://www.pref.oita.jp/
ごみゼロおおいた作戦
http://www.pref.oita.jp/13000/gomi0/

第４節 調査研究、監視・観測等の推進

第１項 衛生環境研究センターの概要

１ 衛生環境研究センターの概要

昭和４０年代中頃までの公害関係の試験・研究

は、衛生研究所、工業試験場等で行ってきたが、
複雑多様化する公害事象に対応するため、昭和
４８年３月に大分市曲芳河原団地内の衛生研究所
隣接地に、公害センターが建設された。昭和４８
年４月の機構改革により衛生研究所と統合、公

大品目 特定調達品目 特定調達物品
等の調達率

機 器 類

棚 １１．４％
収納用什器 ８０．３％
ローパーティション ９６．６％
コートハンガー 調達実績なし
傘立て １００．０％
掲示板 ９８．０％
黒板 ９７．２％
ホワイトボード ７１．２％

ＯＡ機器類

コピー機 １００．０％
電子計算機（パソコン等） １００．０％
プリンタ及びプリンタ／ファクシミリ兼用機 ９３．２％
ファクシミリ ９８．９％
スキャナ ９５．７％
磁気ディスク装置 ９９．２％
ディスプレイ １００．０％
シュレッダー ９２．１％

家電製品類
冷蔵庫・冷凍庫・冷凍冷蔵庫 ９５．５％
テレビジョン受信機（テレビ） １００．０％
ビデオテープレコーダー（ビデオデッキ） １００．０％

エアコン 等
エアコンディショナー（エアコン） ９５．５％
ガスヒートポンプ式冷暖房機 調達実績なし

照 明
蛍光灯照明器具 ９９．１％
蛍光管（直管型：大きさの区分４０形蛍光ランプ） ８７．５％

大品目 特定調達品目 特定調達物品
等の調達率

自 動 車 等
自動車 ９８．２％
ＥＴＣ対応車載器 調達実績なし
ＶＩＣＳ対応車載器 調達実績なし

制服・作業服
制服 ４０．０％
作業服 ８４．１％

インテリア・
寝 具

カーテン ９６．９％
織じゅうたん・ニードルパンチカーペット １００．０％
毛布 調達実績なし
ふとん １００．０％
ベッドフレーム（医療用／介護用を除く） １００．０％
マットレス（医療用／介護用を除く） １００．０％

作業用手袋 作業用手袋 ９４．９％

そ の 他
繊 維 製 品

集会用テント 調達実績なし
ブルーシート ８９．８％
防球ネット ８９．８％

設 備

太陽光発電システム 調達実績なし
太陽熱利用システム 調達実績なし
燃料電池 １００．０％
生ごみ処理機 調達実績なし

役 務

省エネルギー診断 １００．０％
印刷 ９０．５％
食堂 調達実績なし
自動車専用タイヤ更正 ５６．６％
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害衛生センターとして発足した。
平成３年５月には衛生環境研究センターと改

称し、組織改正により管理情報部（管理課、企
画情報課）、化学部、微生物部、大気部、水質
部の５部２課制となった。
また、当センター内でダイオキシン類の分析

を行うため、平成１２年３月に特定化学物質分析
棟を新設し、平成１２年４月の組織改正により、
管理部（管理課）、企画・特定化学物質部、化
学部、微生物部、大気部、水質部の６部１課制
となったが、平成１４年４月から管理部の管理課
が廃止され、６部制となった。
平成１５年２月、大分市高江ニュータウンに新
庁舎が完成し、３月に芳河原台から移転した。
業務は、次のとおりである。

� 管理部
◎ センターの運営についての総括

� 企画・特定化学物質部
① 衛生及び環境情報の収集及び解析
② 特定化学物質に関する測定、分析
③ 特定化学物質に関する調査研究
④ 大気汚染監視テレメーターシステムの運
用管理及びデータ解析

⑤ 衛生・環境教育の技術指導の企画調整
⑥ 衛生・環境調査研究業務の広報
⑦ 研修指導及び精度管理の企画調整
⑧ 調査研究等の総合調整

� 化学部
① 食品、食品添加物、残留農薬、合成抗菌
剤、その他規格基準に関する試験検査

② 自然毒に関する試験検査
③ 医薬品、医療用具等の試験検査
④ 衣服、家具等家庭用品の有害物質検査
⑤ 温泉に関する調査、分析
⑥ 衛生化学に関する調査研究
⑦ 衛生化学情報の収集及び解析
⑧ 食品衛生検査等に係る業務管理
⑨ 試験検査の研修・指導及び精度管理

� 微生物部
① 感染症、食中毒、結核及び感染症発生動
向調査事業等における病原微生物の検索

② 食品衛生法による食品の微生物学的検査
③ 公共用水域等の汚染指標細菌検査
④ 血液製剤及び医療器具等の無菌試験
⑤ インフルエンザ及び日本脳炎の流行予測
調査

⑥ 感染症の血清学的検査
⑦ 感染症の動態及び疫学に関する調査研究
⑧ 新しい検査法の開発と導入に関する研究

⑨ 微生物情報の収集及び解析
⑩ 微生物学的検査技術の研修・指導及び精
度管理

� 大気部
① 有害大気汚染物質の調査、分析
② 浮遊粉じんの調査、分析
③ 交通環境の大気測定調査
④ 一般環境の大気測定調査
⑤ 悪臭物質の調査、分析
⑥ 国設酸性雨測定所の管理運営
⑦ 環境放射能の調査、分析
⑧ 酸性雨の調査研究
⑨ 大気環境情報の収集及び解析
⑩ 試験検査技術の研修・指導及び精度管理

� 水質部
① 河川、海域、湖沼及び地下水等水質汚濁
把握のための調査、分析及び解析
② 排水監視及び未規制汚濁源に係る排水等
の調査、分析
③ 水質汚濁防止対策に係る排水等の調査、
分析
④ 農薬その他未規制物質に係る調査、分析
及び研究
⑤ 水環境の生物学的調査研究
⑥ 廃棄物及び底質の調査、分析
⑦ 水質汚濁に係る環境の調査研究
⑧ 瀬戸内海の底質に関する調査研究
⑨ 水質環境情報の収集及び解析
⑩ 環境ホルモンに関する調査研究
⑪ 試験検査技術の研修・指導及び精度管理

第２項 環境保全に関する試験検査の実施
状況

平成１６年度における環境保全に関する試験研究
は、資料編８衛生環境研究センター関係資料表衛
生１のとおりであり、調査分析件数は、資料編８
衛生環境研究センター関係資料表衛生２，３，４のと
おりである。
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第５節 規制的手法の活用

第１項 大分県生活環境の保全等に関する
条例の施行状況

平成１２年１２月に施行した大分県生活環境の保全
等に関する条例は、工場・事業場のうち、石油製
品の製造等３０種の作業を「特定作業」と定め、こ
の特定作業を行う工場等を「特定工場等」とし、
その新増設や施設の変更及びばい煙の排出等に対
して規制を行っている。
本条例の規制基準は、ばい煙、排出水等につい

て定めており、量規制方法の導入により、一部の
項目では法律より厳しい基準となっている。
平成１６年度末までの特定工場等の届出の状況は

表２－６－５－１のとおりである。

第２項 公害防止協定締結の現況

公害防止協定は、公害関連法令による措置を補
完し、地域の実情に応じたきめ細かい公害防止対
策を行うためのものであり、県では、資料編表
大気３のとおり、現在９企業・企業グループとの
間で協定を締結し運用している。

第３項 土地利用対策

国土利用計画法は、国土利用計画及び土地利用
基本計画の策定、土地取引の規制、遊休土地に関
する措置等を規定し、土地の投機的な取引及び地
価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去するとと
もに、乱開発の未然防止と土地の有効利用の促進

別表番号 特 定 作 業 の 種 類 特定工場数
１ 石油製品の製造の作業 １
２ 石油化学基礎製品の製造の作業 ４
３ 合成樹脂の製造の製造 ３
４ 合成ゴムの製造の作業 １
５ 合成染料、有機顔料、塗料又は印刷インキの製造の作業
６ 医薬品の製造の作業
７ 農薬の製造の作業
８ １から７に掲げる作業以外の有機化学工業製品の製造の作業 ２
９ 化学肥料の製造の作業
１０ 無機顔料の製造の作業
１１ か性ソーダ、塩素又は無機酸の製造の作業
１２ １０及び１１に掲げる作業以外の無機化学工業製品の製造の作業 １
１３ コークスの製造の作業
１４ 銑鉄、鋼若しくは合金鉄の製造又はこれらの鋳造、塑性加工若しくは熱処理の作業 １
１５ 非鉄金属若しくはその合金の製造又はこれらの鋳造、塑性加工若しくは熱処理の作業 ２
１６ 建設作業、産業用機械その他の一般機械器具の製造の作業
１７ 電気機械器具の製造の作業
１８ 船舶、車両その他の輸送用機械器具の製造の作業
１９ 精密機械器具の製造の作業
２０ 骨材の製造又は加工の作業 １７
２１ セメント又は石灰の製造の作業 ４
２２ 生コンクリートの製造の作業 ９４
２３ その他の土石製品の製造の作業 １
２４ パルプ、紙又は紙加工品の製造の作業 １
２５ 発電の作業 ４
２６ ガスの製造の作業
２７ 汚水又は廃液の処理の作業
２８ 燃料その他の物の燃焼による熱媒体の加熱又は空気の加温若しくは冷却の作業 ５
２９ 物の表面処理又はめっきの作業 ３０
３０ 炭化水素系物質の受入れ、保管又は出荷の作業

表２－６－５－１ 特定工場等の種類別内訳

備考：複数の特定作業を行っている特定工場については、主たる業種を計上している。
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を通して、総合的かつ計画的な国土の利用を図る
ことを目的としたものである。

１ 国土利用計画

国土利用計画（県計画）は、国土利用計画法
に基づく国土利用計画（全国計画）を基本とし、
公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図り
つつ、健康で文化的な生活環境の確保と県土の
均衡ある発展を図ることを基本理念として、総
合的かつ計画的な国土の利用を確保するための
長期の目標を定めるものであり、県土の利用に
関する行政上の指針となるものである。全国計
画の改定等に伴い、平成８年７月に第三次県計
画を策定した。
また、全国計画、県計画と併せて国土利用計

画体系を構成する市町村計画については、昭和
５９年度までに全市町村で第一次計画の策定を完
了した。以降、第二次計画を２９市町村（合併前
の市町村数）で、第三次計画を６市町（合併前
の市町村数）で策定しているが、今後、市町村
合併を踏まえて未改定の市町村に対して改定の
指導を行っていくこととしている。

２ 土地利用基本計画

土地利用基本計画は、国土利用計画法第９条
の規定に基づき、国土利用計画（全国計画及び

都道府県計画）を基本として定めるものである。
この基本計画は、都市計画法、農業振興地域の
整備に関する法律、森林法、自然公園法、自然
環境保全法等（以下「個別規制法」という。）に
基づく土地利用に関する諸計画の上位計画とし
て、行政部内の総合調整機能を果たすとともに、
土地取引に関しては直接的に、開発行為に関し
ては個別規制法を通じて間接的に規制の基準と
しての役割を果たすものである。
土地利用基本計画には、都市地域、農業地域、
森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の五
地域区分の表示と、土地利用の調整等に関する
事項が定められており、五地域の指定状況につ
いては、表２－６－５－３ａのとおりである。

３ 土地取引の規制

国土利用計画法においては、土地の投機的取
引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除
去し、適正かつ合理的な土地利用を確保するた
め、土地取引について事後届出制及び注視区域
・監視区域制度等の措置が定められている。
本県でも届出について、利用目的の審査を行
い、当該土地取引が周辺地域の適正かつ合理的
な土地利用を図るために著しい支障があると認
められるときは、助言・勧告等必要な措置を講
ずることとしている。
また、大規模な開発行為を行う土地について

年
区分

平成１０．３．３１ １１．３．３１ １２．３．３１ １３．３．３１ １４．３．３１ １５．３．３１ １６．３．３１ １７．３．３１
現在 現在 現在 現在 現在 現在 現在 現在

五
地
域

都市地域
（１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４）
１０３，７４８ １０３，７４８ １０３，７５１ １０３，７６３ １０３，７６３ １０３，７９７ １０３，８０２ １０３，８１２

農業地域
（６４．９） （６４．９） （６４．９） （６４．９） （６４．８） （６４．９） （６４．９） （６４．９）
４１１，３７２ ４１１，２１８ ４１１，０１９ ４１１，０４３ ４１０，８８８ ４１１，２１４ ４１１，４１４ ４１１，４１４

森林地域
（７１．４） （７１．４） （７１．４） （７１．４） （７１．３） （７１．３） （７１．３） （７１．３）
４５２，７５９ ４５２，６５７ ４５２，３６６ ４５２，３５０ ４５２，１５０ ４５１，９４１ ４５１，９１８ ４５１，９２２

自然公園
地 域

（２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６）
１７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６

自然保全
地 域

（０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０）
１５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５

五 地 域 計
（１８０．３） （１８０．２） （１８０．２） （１８０．２） （１８０．１） （１８０．１） （１８０．１） （１８０．１）
１，１４２，５７０ １，１４２，３１４ １，１４１，８２７ １，１４１，８４７ １，１４１，４９２ １，１４１，６４３ １，１４１，８２５ １，１４１，８３９

白地地域計
（１．２） （１．２） （１．２） （１．２） （１．２） （１．１） （１．１） （１．１）
７，３４２ ７，３４２ ７，３４８ ７，３３６ ７，３３９ ７，１１１ ７，０７７ ７，０７８

合 計
（１８１．４） （１８１．４） （１８１．３） （１８１．３） （１８１．３） （１８１．２） （１８１．３） （１８１．３）
１，１４９，９１２ １，１４９，６５６ １，１４９，１７５ １，１４９，１８３ １，１４８，８３１ １，１４８，７５４ １，１４８，９０２ １，１４８，９１７

県 土 面 積
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）
６３３，７３６ ６３３，７８１ ６３３，７７０ ６３３，７８５ ６３３，７９７ ６３３，８１９ ６３３，８４１ ６３３，８８２

表２－６－５－３ａ 五地域の指定状況 （単位：ha，％）

備 考 １ （ ）は、県土面積に対する割合。
２ 各地域に重複している地域があるため、五地域と白地地域の単純合計は、県土面積を超えている。
３ 県土面積は、毎年１０月１日現在で国土地理院が把握していた面積を使用。
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は、平成１１年３月に定めた「大規模土地利用事
前指導要綱」により、土地利用に当たっての問
題点等について指導しており、更に、ゴルフ場
の開発については、平成２年１１月に定めた「ゴ
ルフ場の開発事業に関する事前指導要綱」によ
り、自然環境の保全等に配慮した適正な開発が
行われるよう指導している。

第４項 工場立地対策

本県では、「人と自然との共生」「都市と農村と
の共生」を基本理念に、従来から地域の実情に応
じた工場誘致を行っている。工場立地に当たって
は、都市計画区域や農業振興地域など地域の土地
利用計画との調整を行い、周辺環境との調和を図
っている。
一方、工場立地を行う者に対しては、工場立地

法の規定に基づき、工場の生産施設や緑地等環境
施設の面積の割合が定められており、特に、敷地
面積９，０００㎡又は建築面積３，０００㎡を超える「特定
工場」の新設・増設には、県知事への事前の届出
が義務づけられている。県は、この届出の審査を
通じ工場立地法に基づく「工場立地に関する準
則」に適合するよう指導を行い、工場新設・増設
が適正に行われるよう努めている。
工場立地法に基づく特定工場の届出件数、敷地

面積の推移は、図２－６－５－４のとおりである。

第５項 環境犯罪の取締り

１ 環境犯罪の傾向

県内の環境犯罪は、廃棄物の不法投棄事犯が
殆どを占め、その態様は、産業廃棄物のみなら
ず、家庭排出ごみ等一般廃棄物の不法投棄事犯
が後を絶たず、県民のモラル低下が危惧される。
今後も同種事犯の発生傾向にあると見られ、
また、各種「リサイクル法」に抵触する事犯の
発生が予想される。

２ 基本方針及び取締り状況

警察では、環境を破壊する犯罪のうち、特に、
廃棄物の不法投棄事犯等を重点取締り対象とし、
組織的・広域的な事犯、暴力団が関与する事犯、
行政指導を無視して行われる事犯等を中心に取
締りを強化し、排出事業者の責任を追及してい
る。また、関係機関との連携により、環境被害
の拡大防止に努めている。
近年の検挙状況は、表２－６－５－５のとお
り、平成１６年中、廃棄物事犯は不法投棄が主体
で、前年比、やや減少しているが森林法違反が
増加している。

年別
検挙

法令別

Ｈ１１年 Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年 Ｈ１６年

件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員

水質汚濁防止法
瀬 戸 内 法
廃 棄 物 処 理 法１０１６ ７２２１０２８１１１９ ７１３ ６ ８
河 川 法
軽犯罪法（騒音）
自 然 公 園 法
森 林 法 １ １ １ １ ２ １ ４ ７
水質資源保護法
合 計 １１１７ ７２２１１２９１３２０ ７１３１０１５

表２－６－５－５ 環境事犯法令別検挙状況

図２－６－５－４ 工場立地法に基づく特定工場の届出件数等の推移

基盤的施策の推進

大分県環境白書 129



第６節 公害防止計画の推進

公害防止計画は、環境基本法第１７条の規定に基
づき、現に公害が著しいか又は著しくなるおそれ
のある地域について内閣総理大臣の指示と承認を
受けて知事が策定する公害防止のための総合的な
計画で、平成１７年４月１日現在、全国３２地域にお
いて計画が策定されている。
本県では、大分地区新産業都市の中核として工

業化が進められた。大分市及び佐賀関町が、昭和
４６年に大分地域として指定を受け、昭和４７年度を
初年度とする５か年計画を策定した。その後、昭
和６２年１０月には、大分市のみを対象とした計画延
長の指示を受け、主要幹線道路沿道の騒音対策、
都市内中小河川の水質汚濁対策等の都市・生活型
公害対策等を主要課題とする第４次計画（昭和６３
年３月承認）を策定した。現在は、第７次計画（平
成１５年２月同意）に基づき、各種の事業を推進し
ている。

第１項 計画の策定状況

大分地域公害防止計画の策定状況は、下表のと
おりである。

第２項 計画の概要

１ 計画の目標

７次計画の目標は、大気汚染、水質汚濁、騒
音の各項目ごとに、環境基本法第１６条に基づき
定めた環境基準等としている。

２ 計画の主要課題及びその対策

� 工業地域における大気汚染対策
当地域内において環境基準を達成できてい

ない光化学オキシダント、ベンゼン及びこれ
までに環境基準の達成状況の低かった浮遊粒

子状物質について、対策を総合的かつ計画的
に推進していく。
また、固定発生源対策として、法や県条例
等に基づく排出基準等の遵守徹底を指導する
とともに、良質燃料の導入や最新の公害防止
技術の導入について指導を実施する。

� 自動車交通公害対策
当地域内における自動車交通量は年々増加
しており、国道１０号、国道２１０号において自
動車排出ガスによる大気汚染及び自動車交通
騒音の防止を図るため、発生源対策、交通流
・交通量対策、道路構造対策等の施策を実施
する。

� 河川及び別府湾の水質汚濁対策
環境基準の達成状況が良くない河川が存在
するが、その主な原因は生活排水である。そ
のため、合併処理浄化槽等の生活排水処理施
設の整備、生活排水対策の普及啓発等を行っ
ていく。
また、別府湾については、水質汚濁防止法
に基づく第５次総量削減計画を策定し、規制
対象工場・事業場のＣＯＤ、窒素及びりんの
総量規制基準による規制を実施するとともに
排水基準の適用を受けない小規模特定事業場
及び未規制事業場についても排水処理などの
指導を行う。
さらに、畜産排水対策、農地における農薬
等による負荷量削減対策や、住民に対する環
境教育、普及啓発等により環境保全の意識高
揚に努める。

３ 公害防止対策事業の推進状況

第７次大分地域公害防止計画は、平成１４年６
月に環境大臣から策定指示があり、翌１５年２月
に同意を得ている。
公害防止計画に基づく公害防止対策事業は、
地方公共団体が主体となって実施するものと事
業者が実施するものとに大別され、第７次計画
における事業経費は、前者が約１，０１８．５億円、
後者が約７５億円と見込まれており、平成１８年度
末までに計画の目標が達成されるよう努め、各
施策等を強力に推進することとしている。

計画次 計画期間 地域の範囲
１次 昭和４７～５１年度 大分市、佐賀関町
２次 昭和５２～５６年度 大分市、佐賀関町
３次 昭和５７～６１年度 大分市、佐賀関町
４次 昭和６２～平成３年度 大分市
５次 平成４～８年度 大分市
６次 平成９～１３年度 大分市
７次 平成１４～１８年度 大分市

表 大分地域公害防止計画の策定状況
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第７節 公害紛争等の適正処理

第１項 公害苦情及び紛争の処理

１ 公害苦情の現況

� 公害苦情の総件数
平成１６年度に県及び市町村が新たに直接受
理した公害に関する苦情件数は、８２９件で、
前年度に比べ９１件と大幅に増加した。
苦情の原因は、大気汚染２０９件（２５．２％）、

悪臭１６４件（１９．８％）、騒音１４９件（１８．０％）、
水質汚濁８９件（１０．７％）等の典型７公害に含
まれるものが６１７件（７４．６％）、それ以外のも
のは２１２件（２５．６％）である。大気汚染で３７
件、騒音が２１件、廃棄物の不法投棄等典型７
公害以外が３４件それぞれ増加した。
公害苦情の種類別件数の年度毎推移及び平

成１６年度の公害苦情の内訳は、図２－６－７
－１ａ及び図２－６－７－２ｂのとおりであ
る。

図２－６－７－１ａ 公害苦情件数の推移

図２－６－７－２ｂ 公害苦情件数の内訳

� 公害苦情の処理状況
平成１６年度に処理した苦情は、新規処理８２９
件に前年度からの繰り越し分１２件を加えた
８４１件で、このうち８１７件（９７．１％）が受理機
関において解決され、翌年度への繰越件数は
２４件となっている。

２ 公害苦情・紛争処理の対策

公害紛争処理法（昭和４５年法律第１０８号）は、
公害紛争について、迅速かつ適切な解決を図る
ことを目的として制定されたもので、この法律
に基づき、国には公害等調整委員会が、都道府
県には公害審査会が設置され、あっせん、調停、
仲裁等の方法により紛争の処理が行われる。
さらに、この法律では、公害紛争の未然防止
の観点から、公害苦情の適切な処理に努めるべ
き地方公共団体の責務を明らかにしており、よ
り地域に密着した公害苦情、紛争の処理を実現
している。

� 公害審査会
公害紛争処理法に基づき、県では、大分県
公害紛争処理条例（昭和４５年大分県条例第３８
号）を制定し、昭和４５年１１月に大分県公害審
査会を設置した。
審査会は、法律、公衆衛生、産業技術等の
学識経験者１０名から構成され、委員の任期は
３年である。公害紛争が生じた場合、紛争当
事者からの申請により、あっせん、調停及び
仲裁を行う。
なお、本年度までに係属した事件は、ゴル
フ場農薬等被害防止建設差止請求事件（平成
３年１０月受付、平成５年３月調停打切）、下
水道終末処理場建設に係る調停申請事件（平
成７年１１月受付、平成８年８月調停打切）、
ガソリンスタンド土壌汚染浄化工事に係る調
停申請事件（平成１７年３月受付、同年１２月調
停成立）がある。（大分県公害審査会委員
資料編２－（５）「各種審議会委員等名簿」）

� 公害苦情相談員
公害苦情は、地域住民に密着した問題であ
り、公害紛争の前段階ともいえるものである
から、その迅速かつ適切な処理は、住民の生
活環境を保全するためにも、また、将来の公
害紛争を未然に防止するうえでも重要である。
このため、県及び市町村は、公害紛争処理
法に基づき公害苦情相談員制度を設け、公害
苦情の適切な処理を図っている。
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第８節 地域環境保全基金

県では、地域住民等に対する地域の環境保全に
関する知識の普及、地域の環境保全のための実践
活動の支援等、地域に根ざした環境保全活動を展
開するための「地域環境保全対策費補助金（環境
省）」により、平成２年３月に大分県地域環境保全
基金を創設した。
この基金は、財源を安定的に確保して、地域環

境を保全するための各種地域環境保全推進事業を

実施するために創設されたものである。
運用から生ずる収益（以下「運用益金」という。）

は、環境の保全に関する知識の普及、地域におけ
る環境保全活動に対する支援その他の地域の環境
を保全するための活動の推進に要する経費に充当
している。これまでに１５件の個人及び団体から合
計８，５３９千円の寄付を受け入れた。
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